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藤沢市立地適正化計画の策定について 

 

１ 前回都市計画審議会以降の経過及び主な意見とその回答 

（１）市議会（建設経済常任委員会）（３月１日） 

No 主な質疑・意見等の内容 質疑に対する回答 

１ 今までと大きなまちづくりの方向性は

変わらないようだが、コンパクトシテ

ィ＋ネットワークの考え方を取り入れ

た理由は。補助金か。 

都市マスの６都市拠点、１３地区拠点、公共交

通軸の具現化を図るため。市街地の集約という

観点ではない。また、国庫補助の確保、今後、

公民館の建て替えなどにも活用していく。 

２ 計画策定によるデメリットは。公共交

通は不便になるのでは。 

基本的にデメリットはないが、事業者が一手間

増える。スケジュールに影響するものではな

い。多極ネットワーク型の取組であり、１５分

圏域の拡大を図っていく。 

３ 大型商業施設の誘致よりも中小規模の

商業施設を各拠点に配置した方が良い

のでは。 

大型商業施設については、今あるものにいてほ

しいという位置付けとなっている。大型は藤沢

の都市拠点にという意味で位置付けており、中

型小型のものは地区拠点、もしくはもっと身近

な居住誘導区域、一種住居地域でも設置されて

いくものと考えている。 

４ 地域の拠点、商店街の活性化が重要で

はないか。 

 

地域の身近な拠点として地区拠点を定め、高齢

化が進む中、バス等の公共交通の整備を進める

など、１３地区のまちづくりの利便性を高めて

いく。 

５ 藤沢には基本当てはまらないと考える

が、好機と捉えてやっていくというこ

とだと思うが、調整区域の人が住みづ

らくなってしまうのではないか。 

市街化調整区域は居住誘導区域とはできない。

SFCの市街化編入や周辺を保留区域とするな

ど、取組を進めており、市街化調整区域の届出

に対し、勧告する予定はない。 

６ 補助金のメリットを考えると、今すぐ

にでも策定したほうが良いのではない

か。 

神奈川県を通じて、国とも補助金について、話

しを始めている。 

７ 今後の藤沢のあり方を決める大きな方針ではある。藤沢にはコンパクトシティ＋ネット

ワークの考え方は当てはまらないのではないか。補助金目当ては疑問が残る。国の流れ

にそのまま乗るのではなく、地域の中小企業、市民の福祉・暮らしに視線をあてて考え

てほしい。 

８ 藤沢の駅前にも空きテナントがあり、空き家対策も進めなくてはいけない。コンパクト

シティの考え方は基本的に良いが、６都市拠点１３地区拠点は多い。新しい街を造るの

ではなく、身の丈にあった今ある街を強化する方向にしていってほしい。 

第155回 藤沢市都市計画審議会 

資料１－１ 



2 
 

（２）パブリックコメント（３月１８日～４月１８日）（４名９件） 
 
No 意見等の内容 市の考え方 

１ 今後の少子化、高齢化を見据えてのコ

ンパクトシティの取組は大変良い。 

引き続き、取組を進めてまいります。 

２ これからのまちの価値は公共交通の充

実度が重要であり、藤沢市全体の価値

を上げる意味からもいずみ野線の延伸

の早期実現に向け、力を入れていって

ほしい。 

いずみ野線の延伸については、神奈川県と役割

分担する中で、鉄道の延伸を県が、新駅周辺の

まちづくりを市が取組を進めております。今後

も早期実現に向け、神奈川県と連携して取組を

進めてまいります。 

３ ６都市拠点に優先順位を付けて整備を

進めていくべき。地方自治体の財政状

況が厳しいと言われているなかで、選

択と集中で都市拠点整備を進めていっ

てほしい。 

現在、６都市拠点については、重要度による優

先順位は付けておらず、並列の関係ではありま

すが、藤沢駅周辺と健康と文化の森について

は、都市マスタープランの推進方策に位置付

け、事業の推進を図っております。今後も限ら

れた財源のなかで、最大の効果があがるよう事

業を進めてまいります。 

４ 辻堂駅に大規模商業施設を誘導すると

あるが、すでに駅前には大型ショッピ

ングモールがあり、これ以上の誘導は

さらに交通渋滞を招き、逆に不便にな

るのでやめた方が良い。 

誘導施設の設定については、今ない施設を誘導

したいという場合と、今ある施設を維持してい

きたいという場合があり、辻堂駅周辺都市拠点

で設定している大規模商業施設については、今

ある施設を維持していきたいとして設定をし

ていますので、新たに大規模商業施設を誘導す

るものではありません。今後、標記の仕方につ

いて、検討してまいります。 

５ 大規模商業施設とあるが、家電なのか、

食料品なのかよく分からない。今後、

詳細を設定するとあるが、規模だけで

なく業種が重要ではないか。 

詳細設定の際には、規模だけではなく、業種に

ついても設定してまいります。 

６ 津波の浸水想定区域が一律、居住誘導

区域から外されているが、想定が５ｍ

を超えるところから、３０ｃｍ程度の

ところもあり、区域を細分化すべきで

はないか。 

防災対策先導区域については、ハザードエリア

であることの周知による災害に対する意識啓

発を目的にしているため、津波浸水想定区域全

域を設定しております。 

７ これからのまちづくりにおいて、福祉

の事業と連携をとることは良い。引き

続き連携をとって取り組みを進めてほ

しい。 

引き続き、取組を進めてまいります。 
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８ 計画図では、自分の土地が居住誘導区

域や防災対策先導区域に入っているの

かが分かりづらいので、もっと詳しい

地図で見られるようにしてほしい。 

原則、居住誘導区域については市街化区域、防

災対策先導区域についてはハザードエリア（津

波浸水想定区域、土砂災害警戒区域等）となっ

ております。今後、都市計画課において、より

詳細な地図を作成してまいります。 

９ 現在の「藤沢市都市マスタープラン」

に基づく１３地区の地区割りは、地域

コミュニティの主な構成単位となる自

治会・町内会の区分と一部不整合が生

じています。市民の身近なまちづくり

の単位として設定される「１３地区」

は実際に形成されている既存のコミュ

ニティに整合させるべきであり、「将来

的な課題」として先送りすることなく、

現状解決すべき課題との認識で取り組

んでいただくことを切に希望します。 

本市の１３地区区分については、現在３種類存

在しており、一つが都市マスタープラン、もう

一つが市民センター・公民館で実際に対応して

いる自治会・町内会の区分、最後が統計上に管

理している区分となっており、区分が複数ある

現在の状況は課題であると認識しており、次回

の国勢調査の区域設定（平成２９年度）までに

一定整理していきたいと考えております。 

しかしながら、都市マスタープランの１３地区

区分は大きな区割りとして設定しているもの

であり、１３地区の市民センター・公民館で実

際に対応している自治会・町内会の区分と必ず

しも一致できるものではないと考えておりま

す。特に自治会・町内会の区分については、開

発行為等により、刻々変化しており、都市マス

タープランで一定の区域を設定した中で、細部

については、１３地区の市民センター・公民館

で実際に形成されているコミュニティの中で

流動的に対応すべきと考えております。 

 

（３）市民説明会（３月２３日、２４日、２６日）（参加者１名） 

No 意見等の内容 市の考え方 

１ 立地適正化計画により、どのように利

益をあげていくのか。コストを下げる

のか。売り上げを上げるのか。 

本市の市街地については、概ね集積されている

状況であり、立地適正化計画の一つの趣旨であ

る市街地の集約による基盤整備の選択と集中

という意味でのコストダウンは考えておらず、

今の人口的、財政的に余力のあるうちに都市構

造を一定整備し、都市の力を付けるという考え

方である。 

２ まちづくりの方針は、あるアクション

を起こした結果かと思うが、どのよう

なことをするのか。 

沿岸部の防災対策、鉄道延伸や都市計画道路の

整備、１３地区ごとの地域包括ケアシステムの

構築などを行っていった結果となる。 

３ 人口減少のなか、ＤＩＤが２０年後も

９５％という設定は適正なのか。 

本市は、今後２０年では大幅な人口減少は見込

んでいない。また地方版総合戦略でも２０５０

年も人口４０万人を維持していくとしており、

現在の市街地を維持していくことを目的とし

ているため、９５％としている。 
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２ 素案からの主な変更箇所 

（１）誘導施設の追加（本編P３９、P５０、P５３、P５５、P５７、P１０３） 

  ①子育て環境の整備（買い物支援）による子育てに優しいまち及び経済活

性化（駅周辺への回遊性の向上）に繋げるため、藤沢駅、辻堂駅、湘南

台駅、片瀬江ノ島駅の都市拠点に「駅一体型生活支援施設（保育施設等）」

を設定します。 

  ②湘南台駅周辺都市拠点に、北部地域の商業機能の中心地としての充実を

図るため、大規模商業施設を設定します。 

  ③複合社会福祉施設については、市民センター・公民館の再整備の計画が

ある地区を設定していたが、福祉の拠点として、どの地区にも必要であ

ることから、１３地区拠点すべてに設定します。 

（藤沢駅周辺都市拠点に設定していた市民ギャラリーについては、辻堂駅周

辺都市拠点と文言を合わせ、美術関連施設に変更します。） 
  

拠点名 誘導施設 

①藤沢駅周辺都市拠点 
⼤規模商業施設、⾏政施設（本庁舎、保健所） 
⽂化交流施設（市⺠会館、図書館、体育館、美術関連施設） 
駅一体型生活支援施設（保育施設等） 

②辻堂駅周辺都市拠点 ⼤規模商業施設、⽂化交流施設（図書館、美術関連施設） 
大規模病院、駅一体型生活支援施設（保育施設等） 

③湘南台駅周辺都市拠点 大規模商業施設、⽂化交流施設（⽂化センター、図書館） 
駅一体型生活支援施設（保育施設等） 

④片瀬・江の島都市拠点 観光商業施設（津波避難施設）、駅一体型生活支援施設（保
育施設等） 

⑦片瀬地区拠点 ⾏政施設（市⺠センター）、⽂化交流施設（公⺠館） 
複合社会福祉施設 

⑧鵠沼地区拠点 ⾏政施設（市⺠センター）、⽂化交流施設（公⺠館） 
複合社会福祉施設 

⑫明治地区拠点 ⾏政施設（市⺠センター）、⽂化交流施設（公⺠館） 
複合社会福祉施設 

⑬湘南大庭地区拠点 ⾏政施設（市⺠センター、保健医療センター） 
⽂化交流施設（公⺠館、図書館）、複合社会福祉施設 

⑯湘南台地区拠点 ⾏政施設（市⺠センター）、⽂化交流施設（公⺠館） 
複合社会福祉施設 

⑰⻑後地区拠点 ⾏政施設（市⺠センター）、⽂化交流施設（公⺠館） 
複合社会福祉施設、大規模病院 

⑱遠藤地区拠点 ⾏政施設（市⺠センター）、⽂化交流施設（公⺠館、体育館）、
複合社会福祉施設 

⑲御所⾒地区拠点 ⾏政施設（市⺠センター）、⽂化交流施設（公⺠館） 
複合社会福祉施設 
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（２）誘導施設の詳細設定（本編P１０４、P１０５） 

素案時点では、大まかな用途のみを設定していましたので、事業者等が届出

の有無を明確に判断できるよう面積や機能といった具体的な施設要件につい

て設定します。（次ページ以降） 
 

（３）誘導施策の追加（本編P１１０） 

新たに、都市拠点・地区拠点の整備等（都市機能誘導区域）として、「藤沢

駅周辺の再活性化（駅前デッキリニューアルや南北自由通路の拡幅検討等）」

及び「地区の拠点となる市民センター・公民館の再整備」を追加します。 
 

 

３ 今後のスケジュール（案） 

 

 ○６月～７月  郷土づくり推進会議、関係団体（商工会議所、宅建協会等）

との意見交換（予定） 

 ○８月     都市計画審議会（答申） 

 ○９月     市議会 

 ○１０月～３月 制度周知 

 ○３月     計画策定・公表 

 ○４月     運用開始  
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「誘導施設の詳細設定」 

誘導施設 詳細 設定理由 
大規模商業
施設 

⽣鮮⾷料販売、飲⾷店を含む複合的な
機能を有する施設で売場面積の合計
が５，０００㎡以上のもの 

「藤沢駅周辺都市拠点」、「辻堂駅周
辺都市拠点」は、本市の中心市街地、
広域連携・複合拠点として、１０，０
００㎡以上の百貨店やショッピングモ
ールといった⼤規模商業施設が⽴地し
ており、今後も必要な機能となってい
る。そのため、今後の施設更新の際に
は、最低限現在の商業規模の半分程度
（５，０００㎡以上）を維持していく
ことを目的に設定する。 
また、「湘南台駅周辺都市拠点」の魅
⼒を⾼めるため、⼤規模商業施設を誘
導していくことを目的に設定する。 

観光商業施
設（津波避
難施設） 

お土産品の販売などの観光客向けの
店舗、飲食店を含む複合的な機能を有
する商業施設のうち、津波避難施設の
機能を有するもの（藤沢市と協定） 

「片瀬・江の島都市拠点」は、本市の
広域海洋リゾート・レクリエーション
拠点として、首都圏を含む広域から観
光客を集めている。一方、ほぼ全域が
津波の浸水想定区域となっており、観
光客が安心して、訪れることができる
環境づくりが必要となっている。その
ため、津波避難施設としての機能を有
した観光に寄与する観光商業施設を誘
導していくことを目的に設定する。 

研究施設又
は研究開発
型施設（大
学連携） 

文化の森地区地区計画内の学校等と
共同で、若しくは連携して⾏う研究活
動又は学校等と事業者との産学連携
による新たな事業の創出に資する事
業活動を⾏うもの 

「健康と文化の森都市拠点」は、本市
の学術文化新産業拠点に位置付けられ
ており、慶應義塾大学湘南藤沢キャン
パスの持つ情報・環境・医療分野等の
技術集積や学術・研究機能を活かした
産学連携による新たな事業の創出に資
する施設を誘導していくことを目的に
設定する。 

複合施設
（商業、医
療施設等） 

住⺠の⽇常⽣活に必要な⾷料品や⽇
用品を販売する店舗（５００㎡以上）
及び医療法第１条の５第２項に定め
る診療所（２箇所以上）が併設された
もの 

「（仮）村岡新駅周辺都市拠点」は、
新たな拠点の創出となるため、周辺住
⺠等の利便性の向上を図るため、複合
施設を誘導していくことを目的に設定
する。 
※（仮）村岡新駅周辺都市拠点の誘導
施設については、拠点整備が具体的に
なった段階から誘導を図っていく。 
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（公共施設） 

大規模病院 医療法第１条の５第１項に定める病
院のうち、病床数２００以上かつ内
科、外科、整形外科、小児科など複数
診療科⽬があるもの 

本市の医療環境を⽀える施設として、
一定病床数以上の病院を維持していく
ことを目的に設定する。 

複合社会福
祉施設 

「社会福祉法」「⽼⼈福祉法」「⾝体
障害者福祉法」「知的障害者福祉法」
「⽣活保護法」「⾼齢者の医療の確保
に関する法律」「地域における公的介
護施設等の計画的な整備等の促進に
関する法律」「介護保険法」「児童福
祉法」「⺟⼦及び⽗⼦並びに寡婦福祉
法」「⺟⼦保健法」「障害者総合⽀援
法」に定める施設又は事業の用に供す
る施設のうち、通所等を主目的とする
施設や地区ボランティアセンター等
の地域福祉の拠点となる施設を複数
設置するもの 

地域コミュニティの拠点となる市⺠セ
ンター・公⺠館の再整備等に合わせ、
社会福祉施設の機能集約を図ることに
より、地域住⺠等利⽤者の利便性を⾼
めるととともに、各施設の連携強化が
促進される。そのため、複合社会福祉
施設を維持・誘導していくことを目的
に設定する。 
※近隣の既存施設により、機能が充⾜
する場合には、単体での整備となる場
合もあります。 

駅一体型生
活支援施設
（保育施設
等） 

買い物時の一時預かり保育など、生活
支援に資する施設で駅と一体で整備
されたもの 

各都市拠点の中心部（駅）において、
子育て支援、経済活性化（駅周辺への
回遊性）を推進するため、生活支援施
設を誘導していくことを目的に設定す
る。 

誘導施設 詳細 

⾏政施設（本庁舎） 市役所本庁舎 

⾏政施設（保健所） 藤沢市保健所（藤沢市保健所及び保健センター条例） 

⾏政施設（保健医療センター） 藤沢市保健医療センター 

⾏政施設（市⺠センター） １１市⺠センター（藤沢市市⺠センター条例） 

⽂化交流施設（公⺠館） １３公⺠館（社会教育法第２０条） 

⽂化交流施設（図書館） ４図書館（図書館法第２条第１項）（市⺠図書室除く） 

⽂化交流施設（市⺠会館） 市⺠会館（藤沢市⺠会館条例） 

⽂化交流施設（文化センター） 湘南台⽂化センター（藤沢市湘南台⽂化センター条例） 

⽂化交流施設（美術関連施設） 
 

藤沢市アートスペース（藤沢市アートスペース条例） 
藤澤浮世絵館、藤沢市⺠ギャラリー 

⽂化交流施設（体育館） 秩⽗宮記念体育館（藤沢市秩⽗宮記念体育館条例） 
秋葉台⽂化体育館（都市公園法第２条第２項第５号） 


